
２０１４年度 第１四半期

決算
２０１４年７月２５日



11

２．第１四半期の各種取組み
新料金プラン加入状況と効果

ＬＴＥネットワーク・チャネルの強化

サービスの拡大

１．決算概況
主要な財務数値

各種オペレーション数値の進捗状況

３．今後の取組み
事業構造改革・セグメント変更・経営体質強化

１Ｑ決算の成果、今後の取組み
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「成長軌道の確立」 に向け 順調な滑り出し

 年間計画に対して堅調に進捗

 新料金プラン、オペレーションは好調

４６７万契約

４６万契約

２,５３４万契約

第１四半期決算 サマリー U.S.
GAAP

前年同期比

 営業収益

 営業利益

１０,７５３億円

２,０９６億円

（ －３.４％）

（－１５.３％）

：

：

 新料金プラン契約数

 純増数

 スマートフォン利用数

◆ 本資料における連結財務数値等は会計監査人による監査前のもの

（ ２３.４％）

（ ２８.０％）

年間進捗率

（前年同期比 ５.３倍）

（前年同期比 １.２倍）

：

：

：
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主要な財務数値

＊１ 各数値の算定については、本資料の「財務指標（連結）の調整表」及び当社ホームページ (www.nttdocomo.co.jp) 内の「株主・投資家情報」を参照

＊２ フリー・キャッシュ・フロー算定にあたっては、期間３ヶ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減を除く

２０１３年度
１Ｑ (１)

２０１４年度
１Ｑ (２)

増減
(２) － (１)

営業収益 １１,１３６ １０,７５３ －３８３

営業費用 ８,６６１ ８,６５７ －４

営業利益 ２,４７５ ２,０９６ －３７８

当社に帰属する四半期純利益 １,５８０ １,３６４ －２１６

ＥＢＩＴＤＡマージン （％） ＊１ ３７.８ ３６.０ －１.８

設備投資 １,４５４ １,４８５ ＋３１

フリー・キャッシュ・フロー ＊１ ＊２ １６８ －２４１ －４０８

（億円）

U.S.
GAAP
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'１３.１Ｑ '１４.１Ｑ

営業利益 U.S.
GAAP

＊１ 月々サポート影響除く ＊２ 端末機器原価、代理店手数料の合計

営業収益
－３８３億円

営業費用
－４億円

２,４７５億円

２,０９６億円

月々サポート影響

－４５８億円

パケット収入の増 ＊１

＋２３４億円

その他の営業
収入の増

＋１６４億円

機器販売収入の減

－５５億円

機器販売
費用の減＊２

－１１６億円

償却費・
除却費の増
＋２６億円

その他の
費用の増

＋８５億円

音声収入の減 ＊１

－２６８億円
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'１３.１Ｑ '１４.１Ｑ

列1

純増数

前年同期比

大幅増加

（万契約）

４６

９

前年同期比
５倍以上
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１３年度 １４年度

純増数 （月次）

月別でも

大幅増加
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'１３.１Ｑ '１４.１Ｑ

列1

新規販売数

前年同期比

増加

（万契約）

１７４
１６８
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解約率

０.８６％

０.６７％

０.７６％

改善傾向

若者層が牽引

０.８６％

１.００％
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（万契約）

ＭＮＰ

大幅に改善

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ

▲９

▲４１
▲３９

▲２１ ▲２２

▲２６

▲２０

▲５３

▲４２

１３年度 １４年度１２年度

▲４１
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１３年度 １４年度

ＭＮＰ （月次）

新料金プラン

発表後

更に改善
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総販売数・スマートフォン販売数

（万台）

総販売数ほぼ

前年同水準

スマートフォン販売比率 約６割で推移

総販売数
５３９ 総販売数

５１６

スマートフォン
販売数
３０６

スマートフォン
販売数
３３５
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タブレット販売数

（万台）

２台目利用

拡大傾向

'１３.１Ｑ '１４.１Ｑ

2013

１３年度 １４年度

２２

２９

前年同期比
約３０％増
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0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

1000.000

1200.000

1400.000

1600.000

1800.000

2000.000

2200.000

2400.000

2600.000

2800.000

3000.000

'１３

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

'１４

１Ｑ

スマートフォン利用数

（万契約）

６０％

スマートフォン
ＬＴＥ比率

２,５００万突破

ＬＴＥ比率８割超
２,０３９

８３％

２,５３４
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'１３

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

'１４

１Ｑ

ＬＴＥ 契約数

２,４００万突破

（万契約）

２,４０４

１,４２０

前年同期比

約１,０００万
契約増加
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パケット
ＡＲＰＵ

'１３.１Ｑ '１４.１Ｑ

ＡＲＰＵ （月々サポート影響除き）

（円）

５,１９０

－１６０

＋５０ ５,１２０

音声
ＡＲＰＵ

スマート
ＡＲＰＵ

※ 各ＡＲＰＵの定義については本資料の 「ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法」 を参照

パケット・スマート

ＡＲＰＵの更なる

増加をめざす

＋４０
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１．決算概況
主要な財務数値

各種オペレーション数値の進捗状況

２．第１四半期の各種取組み
新料金プラン加入状況と効果

ＬＴＥネットワーク・チャネルの強化

サービスの拡大

３．今後の取組み
事業構造改革・セグメント変更・経営体質強化

１Ｑ決算の成果、今後の取組み
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新料金プラン 契約数

６００万突破へ

サービス開始時

２０８万契約

５/１５ ６/１ ６/３０

予約数 契約数

７月５日

５００万突破６月末時点

４６７万契約
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新料金プランの効果

 長期利用ユーザにおける高い移行率

 音声定額の魅力が定着

 純増数が大幅に拡大 （前年同期比 ５.３倍）

 Ｕ２５のお客様を中心に解約率が改善 （２年半ぶりの ０.６％台へ）

 販売費用の適正化 （代理店手数料＊ 前年同期比 約２４％減）

＊ 端末販売関連費用控除前の代理店手数料
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ＶｏＬＴＥ

国内初の高音質通話サービス
６月２４日 開始

AQUOS ZETA
SH-04F

Xperia TM Z2 Tablet 
SO-05F

ARROWS 
NX F-05F

AQUOS PAD
SH-06F

Xperia TM

Z2 SO-03F
GALAXY S5 

SC-04F

７月下旬
対応予定

９月下旬
対応予定

ＶｏＬＴＥ対応済
４機種 販売数

約６０万台
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ｉＰａｄ

２台目利用を喚起

新料金
プラン対応

６月１０日
発売開始

ｉＰａｄ ならデータ量１ＧＢプレゼント
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'１３.４Ｑ '１４.１Ｑ １４年度末 目標

ＬＴＥ基地局 順調に拡大中
２２５Ｍｂｐｓサービス （ＬＴＥ-Ａｄｖａｎｃｅｄ） １４年度中にスタート予定

６６,３００局

５５,３００局

９５,３００局

ＬＴＥ ネットワーク

１０,０００局
以上増加

４０,０００局

１００Ｍｂｐｓ以上

対応基地局数

１０,９００局
３,５００局

※通信速度は、受信時最大の数値。技術規格上の最大値で、通信環境等により変化。
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ネットワーク 品質評価

満足度も 通信速度も Ｎｏ.１

※ネットワーク満足度 Ｎｏ．１ ： 日経ＢＰコンサルティング調べ「スマートフォンユーザーのネットワーク利用実感に関する満足度調査」 （調査期間：2014年4月11日～4月22日）
※ＬＴＥデータダウンロード速度 Ｎｏ．１ ： 日経ＢＰコンサルティング調べ「第３回全国ＬＴＥ/４Ｇエリア調査」 （調査期間：2014年4月10日～5月7日）

日経ＢＰコンサルティング社による全国規模ネットワーク調査結果

ＬＴＥ
ダウンロード速度

Ｎｏ．１

ネットワーク
満足度

Ｎｏ．１

エリア 通話品質 通信品質 全都道府県にて
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ドコモショップ 評価

※株式会社日経リサーチが主催する日経リサーチアワード 「店舗の魅力で選ぶ～ニッポンの店大賞2014～」の審査結果において「おもてなし（接客サービス）」部門で受賞

おもてなし魅力度 Ｎｏ.１
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'１３.１Ｑ '１４.１Ｑ

着実に拡大

１２７

１６８（億円） 前年同期比

約３０％増

ｄマーケット 取扱高

１４年度目標

９００億円
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'１３.１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ '１４.１Ｑ

ｄマーケット 契約数

更なる拡大をめざす

（万契約）

７４６

※ ｄマーケットは月額課金サービスのみ。

７０７７０２

６５３

７６９

４１３万契約 １１４万契約

月額
５００円コース
４６万契約

９万契約９万契約

契約数 （６月末時点）

月額
３００円コース
１５４万契約

ＮＥＷ

ＮＥＷ
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ｄマーケットストア 着実に拡大

サービスの拡充

月額４００円 雑誌読み放題

１か月で ２１万契約 ＊２

月額５００円サービス

３か月で ４６万契約 ＊１

６月２０日
サービス開始

４月１日
サービス開始

＊１ ｄヒッツ月額５００円サービス：２０１４年６月末時点の契約数 ＊２ ｄマガジン：２０１４年７月１９日現在の契約数

 ヒット曲満載３００の音
楽プログラム聞き放題

 好きな曲を好きな時に
視聴できる「ｍｙヒッツ」

 人気雑誌８０誌が読み
放題

 複数雑誌から同一
テーマの記事を探せる
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'１３.６月 ９月 １２月 '１４.３月 ６月

ｄマーケット １人あたり利用料

お客様のご利用 着実に成長
（円）

７２０

前年同月比
約３０％増

９５０

８４０

７６０
７５０

※ｄマーケット１人あたり利用料は、税別金額 （２０１４年１月３１日発表の２０１３年度第３四半期決算 及び ２０１４年４月２５日発表の２０１３年度決算の発表資料におけるｄマーケット１人あたり利用料は、税込金額）

主な増加要因

利用者の拡大に伴い
取扱高が急上昇

月額５００円サービス
導入により取扱高拡大
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３．今後の取組み
事業構造改革・セグメント変更・経営体質強化

１Ｑ決算の成果、今後の取組み

１．決算概況
主要な財務数値

各種オペレーション数値の進捗状況

２．第１四半期の各種取組み
新料金プラン加入状況と効果

ＬＴＥネットワーク・チャネルの強化

サービスの拡大

３．今後の取組み
事業構造改革・セグメント変更・経営体質強化

１Ｑ決算の成果、今後の取組み
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事業構造の変革と再構築

変革に向け 新体制スタート

７月１日 全国９社の

（株） ドコモＣＳを設立

グループフォーメーションの
最適化・地域密着体制

お客様
満足度向上

競争力
強化

強化領域へ
リソースシフト

新領域・法人営業事業へ

６００人のシフト
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セグメント変更

新領域事業の収支を明確化
新たなセグメント

モバイル通信事業

スマート
ライフ
事業

その他の
事業

コア事業

その他
事業

携帯電話
事業

旧セグメント

新領域事業
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セグメント数値（実績）

モバイル通信
事業

スマートライフ
事業

その他の
事業

２０１３年度
１Ｑ (１)

２０１４年度
１Ｑ (２)

増減
(２) － (１)

９,６１４ ９,０５２ －５６２

２,４３４ ２,０３１ －４０３

８５２ ９９６ ＋１４４

５３ ６６ ＋１３

７２８ ７７２ ＋４４

－１２ －１ ＋１２

営業利益

営業収益

営業利益

営業収益

営業利益

営業収益

（億円）

U.S.
GAAP
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'１３.１Ｑ '１４.１Ｑ

スマートライフ事業

１,０００

新領域収入の進捗

年間目標に向け 順調に拡大

１,７７０
１,５８０

スマートライフ事業

８５０

その他の事業

７３０

（億円）

年間目標
７,７００億円

その他の事業

７７０

※新たな報告セグメントにおけるセグメント間取引を含んだ金額
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'１４.１Ｑ １４年度目標

グラフ タイトル

経営体質の強化

（億円）

コスト効率化 順調に推移

▲５５０
（累計値＊▲２,８００）

１４年度１Ｑ 削減内訳
（合計３２０億円、進捗率５８％）

・機器販売費用

・償却費・除却費

・その他の費用

: ▲１３０億円

: ▲３０億円

: ▲１６０億円

＊ 累計値は１２年度からのコスト削減累計額であり、数値は11年度比。

▲３２０
（累計値＊▲２,５７０）
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成 果

成長軌道の確立に向け 順調な滑り出し

 新料金プランへの移行が好調に推移

 純増数・ＭＮＰ・解約率の大幅改善

 ＬＴＥのネットワーク強化が順調に進展

 国内初 ＶｏＬＴＥの開始

 ｄマガジン等の開始による ｄマーケットのストア拡大

 組織改革により、地域密着体制・強化領域へのリソースシフトを実現
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今後の取組み

新料金プランの更なる浸透

・ スマートフォン利用者の一層の拡大

・ タブレット等 ２台目利用の更なる促進

・ パケット利用の拡大

新領域事業の拡大・利益率向上

販売費用の継続的コントロール

光コラボレーションモデルの検討
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Appendices
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'１３.１Ｑ '１４.１Ｑ

メディア・コンテンツ
３５０

その他
４６０

金融・決済
６１０

コマース
３５０

新領域収入の進捗 （旧区分）

１,７７０

１,５８０

メディア・コンテンツ
３００

コマース
３５０

金融・決済
５８０

その他
３５０

（億円）

※新たな報告セグメントにおけるセグメント間取引を含んだ金額
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新報告セグメントに含まれるサービス等

モバイル通信事業

スマートライフ事業

その他の事業

等

・ケータイ補償サービス ・システム開発・販売・保守受託 等

・Ｘｉサービス
・ＦＯＭＡサービス

携帯電話サービス

・衛星電話サービス
・国際サービス

・端末販売

・動画配信サービス
・音楽配信サービス
・電子書籍サービス
・オンラインショッピングサービス 等

ｄマーケット （メディアコンテンツ、コマース）

・クレジットサービス
・料金回収代行 等

金融・決済サービス

・通信販売
・音楽ソフト販売
・食品宅配 等

ショッピングサービス（コマース）

・料理教室
・健康管理
・メディカルデータベース 等

生活関連サービス
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１３年度

１Ｑ

１４年度

１Ｑ

１４年度

（通期予想）

モバイル通信サービス収入 7,499 7,007 28,810

端末機器販売収入 2,125 2,070 9,350

その他の収入 1,512 1,677 7,740

営業収益の推移

◆ 「国際サービス収入」 は 「モバイル通信サービス収入」 に含めております

U.S.
GAAP

（単位：億円）

１１,１３６ １０,７５３

４５,９００
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１３年度

１Ｑ

１４年度

１Ｑ

１４年度

（通期予想）

人件費 720 712 2,880

経費 5,503 5,464 25,040

減価償却費 1,666 1,672 7,150

固定資産除却費 141 162 710

通信設備使用料 531 543 2,230

租税公課 100 104 390

（再掲） 収益連動経費 ＊ 2,928 2,732 12,860

（再掲） その他経費 2,575 2,732 12,180

営業費用の推移

＊収益連動経費＝端末機器原価＋代理店手数料＋ロイヤリティプログラム経費

８,６６１

３８,４００

（単位：億円）

U.S.
GAAP

８,６５７
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１３年度

１Ｑ

１４年度

１Ｑ

１４年度

（通期予想）

その他 27 16 170

スマートライフ事業 33 19 270

モバイル通信事業 （その他） 665 491 2,360

モバイル通信事業 （ＦＯＭＡ） 137 3 40

モバイル通信事業 （ＬＴＥ） 593 956 4,060

設備投資の推移

１,４５４ １,４８５

６,９００

U.S.
GAAP

（単位：億円）

◆ 報告セグメントの変更に伴い、１３年度１Ｑ実績及び２０１４年度通期予想の内訳を旧報告セグメントから組替えております。
＊ 旧報告セグメントにおける「携帯電話事業（ＬＴＥ）」及び「 「携帯電話事業（ＦＯＭＡ）に含まれていた研究開発投資額は、新報告セグメントにおいては主に「モバイル通信事業（その他）」に計上。
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オペレーションの状況

２０１３年度
１Ｑ (１)

２０１４年度
１Ｑ (２)

増減
(２) － (１)

２０１４年度
（通期予想）

携
帯
電
話

契約数 【千】 ６１,６２３ ６３,５６６ ＋１,９４３ ６６,８００

（再） ＦＯＭＡ ４７,４２５ ３９,５２３ ▲７,９０２ ３７,０００

（再） Ｘｉ １４,１９８ ２４,０４３ ＋９,８４５ ２９,８００

（再） ｉモード ３０,６８９ ２５,３６２ ▲５,３２８ ２２,７００

（再） ｓｐモード １９,９２１ ２４,６８５ ＋４,７６４ ２８,７００

（再） 通信モジュールサービス ３,２０４ ３,２８６ ＋８２ -

純増数 【千】 ８７ ４６１ ＋３７４ ３,７００

販売数 【千】

（端末持込分含む）

販売数 ５,３９３ ５,１５６ ▲２３７ -

Ｘｉ

新規 ８６０ １,１６０ ＋３００ -

契約変更 ２,０２１ １,３８８ ▲６３４ -

機種変更 ３９６ １,０２６ ＋６３０ -

ＦＯＭＡ

新規 ８１５ ５７７ ▲２３８ -

契約変更 １６ ３１ ＋１６ -

機種変更 １,２８４ ９７３ ▲３１１ -

解約率 【％】 ０.８６ ０.６７ ▲０.１９ -

総合ＡＲＰＵ 【円】 ４,６１０ ４,３００ ▲３１０ ４,３９０

音声ＡＲＰＵ 【円】 １,４７０ １,２１０ ▲２６０ １,２４０

パケットＡＲＰＵ 【円】 ２,６８０ ２,５８０ ▲１００ ２,６２０

スマートＡＲＰＵ 【円】 ４６０ ５１０ ＋５０ ５３０

ＭＯＵ 【分】 １０９ ９９ ▲１０ -
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主なサービスの状況

２０１３年度
４Ｑ (１)

２０１４年度
１Ｑ (２)

増減
(２) － (１)

ｄマーケット

ｄビデオ 契約数 （万契約） ４４１ ４１３ ▲２８

ｄヒッツ 契約数 （万契約） ２０８ ２００ ▲８

ｄアニメストア 契約数 （万契約） １１５ １１４ ▲１

ｄキッズ 契約数 （万契約） ５ ９ ＋４

ｄマガジン 契約数 （万契約） - ９ -

ドコモサービスパック

おすすめパック （万契約） ２９２ ３１５ ＋２３

あんしんパック （万契約） ４４６ ５４０ ＋９４

その他サービス

カラダのキモチ （万契約） ４１ ４４ ＋３

ＮＯＴＴＶ （万契約） １６１ １６４ ＋３
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1,840 1,840 1,820 1,690 1,680 1,700 

2,890 2,910 2,930 2,950 2,930 3,010 

460 490 500 500 510 530 

5,190 5,240 5,250 5,140 5,120 5,240 

１３年度１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １４年度１Ｑ １４年度

通期予想

音声ＡＲＰＵ パケットＡＲＰＵ スマートＡＲＰＵ

総合ＡＲＰＵ （月々サポート影響除き）

◆ スマートＡＲＰＵへは、月々サポート影響はありません。
◆ 本資料に記載のＡＲＰＵについては、新たなＡＲＰＵの定義に基づき算出しています。
◆ ＡＲＰＵの定義および算出方法については、本資料の「ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法について」をご参照ください。 ※ （）内の数値は月々サポート影響

（580） （650） （740）

（単位：円）

（820） （850）
（820）
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1,470 1,430 1,370 1,220 1,210 1,240 

2,680 2,670 2,640 
2,600 2,580 2,620 

460 490 500 
500 510 530 

4,610 4,590 4,510 
4,320 4,300 4,390 

１３年度１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １４年度１Ｑ １４年度

通期予想

音声ＡＲＰＵ パケットＡＲＰＵ スマートＡＲＰＵ

総合ＡＲＰＵ ・ ＭＯＵ
（単位：円）

◆ 本資料に記載のＡＲＰＵについては、新たなＡＲＰＵの定義に基づき算出しています。
◆ ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法については、本資料の「ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法について」をご参照ください。

ＭＯＵ
（分）

109 108 107 102 99
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主要な財務指標
２０１３年度

１Ｑ
２０１４年度

１Ｑ
２０１３年度

期末
２０１４年度
期末 （予想）

収益性・効率性に関する指標

ＥＢＩＴＤＡ （億円） ４,２０４ ３,８６７ １５,７２２ １４,９９０

ＥＢＩＴＤＡマージン （％） ３７.８ ３６.０ ３５.２ ３２.７

フリー・キャッシュ・フロー （億円） １６８ ▲２４１ ２,５７２ ２,８００

ＲＯＥ （％） ※当社に帰属する当期純利益÷株主資本＊ ２.９ ２.４ ８.４ ８.７

ＲＯＣＥ （％） ※営業利益÷（株主資本＋有利子負債） ＊ ４.４ ３.６ １４.３ １３.１

安全性に関する指標

株主資本比率 （％） ※株主資本÷総資産 ７６.５ ７７.８ ７５.２ ７５.０

Ｄ／Ｅ レシオ （倍） ※有利子負債÷株主資本 ０.０４５ ０.０４１ ０.０４１ ０.０４１

有利子負債／ＥＢＩＴＤＡ倍率 （倍） － － ０.１５ ０.１５

株式価値に関する指標

ＥＰＳ （円） ※1株当り当社に帰属する当期純利益 － － １１２.０７ １２０.４

ＰＥＲ （倍） ※時価総額÷当社に帰属する当期純利益 － － １４.５３ －

ＰＢＲ （倍） ※時価総額÷株主資本 １.２ １.３ １.２ －

配当性向 （％） － － ５３.５ ４９.８

配当利回り （％） 年間配当金額÷期末株価 － － ３.７ －

時価総額 （億円） 期末株価×発行済み株式数（自己株式除く） ６３,９０２ ７１,８２２ ６７,５０９ －

ＲＯＥ 及び ＲＯＣＥの計算に使用している株主資本及び有利子負債は前期末と当期末の平均値
＊ ２０１４年度期末予想について、２０１４年４月２５日に当社取締役会で決議した取得株数：３億２,０００万株（上限）、取得総額：５,０００億円（上限）の自己株式を取得する前提の数値
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ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法

① ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義

ａ. ＡＲＰＵ （Ａｖｅｒａｇｅ ｍｏｎｔｈｌｙ Ｒｅｖｅｎｕｅ Ｐｅｒ Ｕｎｉｔ） ： １契約当たり月間平均収入

１契約当たり月間平均収入（ＡＲＰＵ）は、１契約当たりの各サービスにおける平均的な月間営業収益を計るために使われています。

ＡＲＰＵはモバイル通信サービスおよびその他の営業収入の一部を、当該期間の稼動契約数で割って算出されています。こうして得られた

ＡＲＰＵは１契約当たりの各月の平均的な利用状況及び当社による料金設定変更の影響を分析する上で有用な情報を提供するもので

あると考えています。なお、ＡＲＰＵの分子に含まれる収入は米国会計基準により算定しています。

ｂ. ＭＯＵ （Ｍｉｎｕｔｅｓ ｏｆ Ｕｓｅ） ： １契約当たり月間平均通話時間

② ＡＲＰＵの算定式

総合ＡＲＰＵ ： 音声ＡＲＰＵ＋パケットＡＲＰＵ＋スマートＡＲＰＵ

・音声ＡＲＰＵ ： 音声ＡＲＰＵ関連収入 （基本使用料、通話料）÷稼動契約数

・パケットＡＲＰＵ ： パケットＡＲＰＵ関連収入 （月額定額料、通信料）÷稼動契約数

・スマートＡＲＰＵ ： その他の営業収入の一部（コンテンツ関連収入、料金回収代行手数料、端末補償サービス収入、広告収入等）÷稼動契約数

③ 稼動契約数の算出方法

当該期間の各月稼動契約数 （（前月末契約数＋当月末契約数）÷２）の合計

（注） 通信モジュールサービス、「電話番号保管」、「メールアドレス保管」 及び 「ドコモビジネストランシーバー」 は、ＡＲＰＵ及びＭＯＵの算定上、収入、契約数ともに含めていません。
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財務指標（連結）の調整表 ①

2014年3月期
通期

2014年3月期
第1四半期

2015年3月期
第1四半期

a. ＥＢＩＴＤＡ 15,722 4,204 3,867

減価償却費 △ 7,187 △ 1,666 △ 1,672

有形固定資産売却・除却損 △ 343 △ 63 △ 98

営業利益 8,192 2,475 2,096

営業外損益（△費用） 139 50 28

法人税等 △ 3,080 △ 961 △ 735

持分法による投資損益（△損失） △ 691 3 △ 36

控除：非支配持分に帰属する当期純損益（△利益） 88 14 10

b.当社に帰属する当期純利益 4,647 1,580 1,364

c.営業収益 44,612 11,136 10,753

ＥＢＩＴＤＡマージン (=a/c) 35.2% 37.8% 36.0%

売上高当期純利益率 (=b/c) 10.4% 14.2% 12.7%

１． ＥＢＩＴＤＡ、ＥＢＩＴＤＡマージン

２．ＲＯＣＥ （税引前）

2014年3月期
通期

2014年3月期
第1四半期

2015年3月期
第1四半期

a. 営業利益 8,192 2,475 2,096

b. 使用総資本 57,480 56,489 58,784

ROCE （税引前） （=a/b） 14.3% 4.4% 3.6%

（単位：億円）

(注) 使用総資本=(前期末株主資本+当第1四半期末株主資本)/2+(前期末有利子負債+当第1四半期末有利子負債)/2

有利子負債=1年以内返済予定長期借入債務+短期借入金+長期借入債務

(2014年3月期第1四半期：実効税率38.1%、2015年3月期第1四半期：実効税率35.8%)

（単位：億円）

（注） 当社が使用しているEBITDA及びEBITDAマージンは、米国証券取引委員会(SEC)レギュレーション S-K Item10(e)で用いられているものとは異なっています。従って、他社が用いる同様の指標とは比較できないことがあります。
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財務指標（連結）の調整表 ②

３．フリー・キャッシュ・フロー （資金運用に伴う増減除く）

(注)資金運用に伴う増減とは、期間3ヵ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減です。

（単位：億円）

2014年3月期
通期

2014年3月期
第1四半期

2015年3月期
第1四半期

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

10,006

△ 7,036

2,416
△ 2,074

1,965
△ 2,358

フリー・キャッシュ・フロー 2,971 342 △ 394

資金運用に伴う増減 （注） 399 174 △ 153

フリー・キャッシュ・フロー
（資金運用に伴う増減除く）

2,572 168 △ 241
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本資料に記載されている、将来に関する記述を含む歴史的事実以外のすべての記述は、当社グループが現在入手している情報に基づく、現時点における予測、期待、想定、

計画、認識、評価等を基礎として記載されているに過ぎません。また、予想数値を算定するためには、過去に確定し正確に認識された事実以外に、予想を行うために不可欠と

なる一定の前提（仮定）を用いています。これらの記述ないし事実または前提（仮定）は、客観的には不正確であったり将来実現しない可能性があります。その原因となる潜在

的リスクや不確定要因としては以下の事項があり、これらはいずれも当社グループの事業、業績または財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。また、潜在的リスクや不

確定要因はこれらに限られるものではありませんのでご留意ください。

1. 携帯電話の番号ポータビリティ、訴求力のある端末の展開、新規事業者の参入、他の事業者間の統合など、通信業界における他の事業者等及び他の技術等との競

争の激化や競争レイヤーの広がりをはじめとする市場環境の変化に関連して、当社グループが獲得・維持できる契約数が抑制されたり、当社グループの想定以上に

ARPUの水準が逓減し続けたり、コストが増大したり、想定していたコスト削減ができない可能性があること

2. 当社グループが提供している、あるいは新たに導入・提案するサービス・利用形態・販売方式が十分に展開できない場合や想定以上に費用が発生してしまう場合、当

社グループの財務に影響を与えたり、成長が制約される可能性があること

3. 種々の国内外の法令・規制・制度等の導入や変更または当社グループへの適用等により、当社グループの事業運営に制約が課されるなど悪影響が発生し得ること

4. 当社グループが使用可能な周波数及び設備に対する制約に関連して、サービスの質の維持・増進や、顧客満足の継続的獲得・維持に悪影響が発生したり、コストが増

加する可能性があること

5. 当社グループが採用する移動通信システムに関する技術や周波数帯域と互換性のある技術や周波数帯域を他の移動通信事業者が採用し続ける保証がなく、当社グ

ループの国際サービスを十分に提供できない可能性があること

6. 当社グループの国内外の投資、提携及び協力関係や、新たな事業領域への出資等が適正な収益や機会をもたらす保証がないこと

7. 当社グループや他の事業者等の商品やサービスの不具合、欠陥、不完全性等に起因して問題が発生し得ること

8. 当社グループの提供する商品・サービスの不適切な使用等により、当社グループの信頼性・企業イメージに悪影響を与える社会的問題が発生し得ること

9. 当社グループまたは業務委託先等における個人情報を含む業務上の機密情報の不適切な取り扱い等により、当社グループの信頼性・企業イメージの低下等が発生し

得ること

10. 当社グループ等が事業遂行上必要とする知的財産権等の権利につき当該権利の保有者よりライセンス等を受けられず、その結果、特定の技術、商品またはサービス

の提供ができなくなったり、当社グループが他者の知的財産権等の権利の侵害を理由に損害賠償責任等を負う可能性があること、また、当社グループが保有する知

的財産権等の権利が不正に使用され、本来得られるライセンス収入が減少したり、競争上の優位性をもたらすことができない可能性があること

11. 自然災害、電力不足等の社会インフラの麻痺、有害物質の拡散、テロ等の災害・事象・事件、及び機器の不具合等やソフトウェアのバグ、ウイルス、ハッキング、不正

なアクセス、サイバーアタック、機器の設定誤り等の人為的な要因により、当社グループのサービス提供に必要なネットワークや販売網等の事業への障害が発生し、当

社グループの信頼性・企業イメージが低下したり、収入が減少したり、コストが増大する可能性があること

12. 無線通信による健康への悪影響に対する懸念が広まることがあり得ること

13. 当社の親会社である日本電信電話株式会社が、当社の他の株主の利益に反する影響力を行使することがあり得ること

本資料に掲載されている会社名、ロゴ、製品名、サービス名およびブランドなどは、株式会社 ＮＴＴドコモまたは該当する各社の登録商標または商標です。

・ iPadは Apple Inc.の商標です。

予想の前提条件その他の関連する事項
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